
 

 
第４回 ＩＴを活用した重要事項説明に係る社会実験に関する検証検討会 

 
議事次第  

 
日時：平成３０年３月５日（月）１４時～１５時  

場所：中央合同庁舎２号館－共用会議室２Ａ・２Ｂ  

 

１．開会  
 

２．議事  
 

 （１）「ＩＴを活用した重要事項説明に係る社会実験に関する検証検討会」開催

要綱の改正について  
 
 （２）社会実験に関する検証検討会とりまとめ（平成 29 年３月）概要等について  
 
 （３）賃貸取引に係るＩＴ重説について  
 
 （４）法人間売買取引に係るＩＴ重説について  
 
３．意見交換  

 
４．閉会  
 

 

 

（配付資料）  

・資料１    「ＩＴを活用した重要事項説明に係る社会実験に関する検証検討会」 

開催要綱・委員名簿  
・資料２    社会実験に関する検証検討会とりまとめ（平成 29 年３月）概要等について  
・資料３   賃貸取引に係るＩＴ重説について  
・資料４   法人間売買取引に係るＩＴ重説について  
・参考資料１  ＩＴを活用した重要事項説明に係る社会実験に関する検証検討会  

とりまとめ  
・参考資料２  賃貸取引に係るＩＴを活用した重要事項説明実施マニュアル概要  
・参考資料３  賃貸取引に係るＩＴを活用した重要事項説明実施マニュアル  
・参考資料４  ＩＴを活用した重要事項説明に係る社会実験のためのガイドライン  



第４回 ＩＴを活用した重要事項説明に係る社会実験に関する検証検討会
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資料１ 
 

 

「ＩＴを活用した重要事項説明に係る社会実験に関する検証検討会」開催要綱（案） 

 

 

（名称）  

第１条 本会は、「ＩＴを活用した重要事項説明に係る社会実験に関する検証検討

会」（以下「検討会」という。）と称する。  

 

（目的）  

第２条 検討会は、宅地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６号）に基づく重要

事項説明（賃貸取引及び法人間取引に係るものに限る。）について、ＩＴを活用

して実施する社会実験に関する結果を検証し、本格運用への移行の可否や個人を

含 む 売 買 取 引 に 係 る 重 要 事 項 説 明 に お け る Ｉ Ｔ の 活 用 の あ り 方 等 に つ い て 検 討

することを目的とする。 

 

（構成）  

第３条 検討会は、別紙に掲げる者をもって構成する。  

２ 検討会に座長を置き、構成員の互選によってこれを定める。  

 

（会議）  

第４条 座長は、議長として検討会の議事を整理する。  

２ 座長は、必要があると認めるときは、委員以外の者に対し、検討会に出席して

その意見を述べ又は説明を行うことを求めることができる。  

３ 検討会、配布資料及び議事録は、原則として公開とする。ただし、座長が認め

るときは非公開とすることができる。  

 

（事務局）  

第５条 検討会の事務局は、国土交通省土地・建設産業局不動産業課に置く。  

 

（雑則）  

第６条 この要綱に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、座長が定

める。  

 

（附則）  

 この要綱は、平成２８年３月１８日から施行する。  

（附則）  

 この要綱は、平成３０年３月５日から施行する。 

 



（別紙） 

 

（座長） 

・中川 雅之 日本大学 経済学部 教授 

（委員） 

・稲葉 和久  （公財）日本賃貸住宅管理協会 理事 

・加藤 勉    （公社）全日本不動産協会 

・熊谷 則一   弁護士 

・郡司 誠    （一社）不動産流通経営協会 レインズ運営部会長 

・小林 勇    （公社）全国宅地建物取引業協会連合会 政策推進委員長 

・小山 浩志  （一社）全国住宅産業協会 組織委員会 委員長 

・沢田 登志子（一社）ＥＣネットワーク 理事 

・杉谷 陽子  上智大学 経済学部 准教授 

・関 聡司   （一社）新経済連盟 事務局長 

・宗 健     （株）リクルート住まいカンパニー 住まい研究所 所長 

・土田 あつ子 （公社）日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・相談員協会 
消費生活研究所 主任研究員 

・中戸 康文   （一財）不動産適正取引推進機構 調査研究部 主任研究員 

・森川 誠    （一社）不動産協会 事務局長 

・山﨑 美樹子 東京都 都市整備局 住宅政策推進部 適正取引促進担当課長 

 

（オブザーバー） 

・内閣官房 ＩＴ総合戦略室 

・（公財）不動産流通推進センター 

（委員名は五十音順） 



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

資料２

社会実験に関する検証検討会
とりまとめ（平成29年３月）概要等について



社会実験の概要と結果

対面・書面交付が前提とされているサービスや手続きを含めて、ＩＴ利活用の裾野拡大の観点
から、関連制度の精査・検討を行い、「アクションプラン」を策定する。

インターネット等を利用した、対面以外の方法による重要事項説明について、具体的な手法や
課題への対応策に関する検討に着手し、平成26年6月に中間とりまとめを行い、
平成26年中に結論を得て、必要な方策を講じる。

賃貸取引と法人間売買取引を対象としたＩＴを活用した重要事項説明に係る社会実験を行う。

○世界最先端ＩＴ国家創造宣言（平成25年6月14日閣議決定）（抄）

○ＩＴ利活用の裾野拡大のための規制制度改革集中アクションプラン
（平成25年12月20日ＩＴ総合戦略本部決定）（抄）

○ＩＴを活用した重要事項説明等のあり方に係る検討会最終とりまとめ（平成27年１月公表）(抄)

○対 象

賃貸取引(法人・個人)及び法人間売買取引
※個人を含んだ売買取引については、対象外。

○期 間

平成27年8月31日～平成29年1月31日

（約１年５か月間）

○実施主体

国土交通省に登録した宅地建物取引業者

303社（うち ５３社が実施）

○実施結果
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累計

・法人間売買 0

・法人間売買の仲介・代理 2

・法人間賃貸の仲介・代理 24

・法人間以外賃貸の仲介・代理 1,045

計1,071

≪賃貸取引≫

≪法人間売買取引≫

≪個人を含む売買取引≫

本格運用への移行の可否を判断するに足る十分な結果が得られたとは言えず、社会実験
を継続実施することが適当であり、その後の検証検討会において、必要な対策をとること等で
問題ないと判断され、かつ、新たに懸念される点が生じなかった場合は、本格運用に移行す
る。なお、社会実験は、新たに社会実験に参加する登録事業者の募集等の準備措置が整
い次第、速やかに開始する（平成29年８月目途）こととし、その期間は１年間とする。
また、社会実験の開始後、半年に１回程度、検証検討会を開催し、その結果を検証するこ
ととし、検証の状況によっては社会実験の期間を短縮する。

平成29年度に開始する賃貸取引の本格運用の実施状況、法人間売買取引の社会実
験の検討結果を踏まえて、社会実験又は本格運用を行うことを検証検討会において検討
する。

ＩＴ重説を実施する際に遵守すべき事項の明確化、宅建業者への周知等の準備措置（宅
地建物取引業法の解釈・運用の考え方（平成13年 不動産業課長通知）の改正、マニュアルの作成

等）を実施した後、本格運用に移行することが適当である。
なお、本格運用は、準備措置が整い次第、速やかに開始する（平成29年10月目途）。

社会実験に関する検証検討会における検証結果

１ とりまとめの概要

１

経緯



経緯

２－① 世界最先端ＩＴ国家創造宣言
・官民データ活用推進基本計画について

概 要

不動産取引に係る重要事項説明のオンライン化（同計画P.43抜粋）

- 対面に加えてITを活用した重要事項説明を可能にすることにより、遠距離の場合の負担が軽減される

ことや、対面するために要する時間の有効活用などの効果が期待。

- 賃貸取引については、平成29年10月以降、重要事項説明のオンライン化の本格運用を開始する。

また、法人間売買取引については平成29年８月以降、１年間の社会実験を行い、平成30年度中に結論

を得る。さらに、個人を含む売買については賃貸取引における本格運用の実施状況、法人間売買取引の

社会実験の検討結果を踏まえて、社会実験又は本格運用を行うことを平成30年度中に検討。

○「世界最先端ＩＴ国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」は、平成29年５月30日閣議決定。
（これに伴い、世界最先端ＩＴ国家創造宣言は廃止。）

○官民データ活用推進基本法第８条第１項の規定に基づき、官民データ活用の推進に関する基本的な

計画として策定。

○ＩＴ重説は同計画において重点分野として指定する８つの分野のうち「電子行政分野」において、重点的

に講ずべき施策として位置づけられている。

（ＩＴ重説を含む重点的に講ずべき施策は次頁参照）

２



［重点的に講ずべき主な施策］

オンライン化原則、業務の見直し(BPR)を踏まえたシステム改革
・ 行政手続等（官-民、地方-民、民-民）の棚卸し
・ その結果を踏まえた、業務の見直し(BPR)を踏まえたシステム改革（行政全体のデジタル化（ペーパレス化含む）、
自治体クラウド化等） 、 オンライン化原則に向けた一括整備法

・ 行政手続等における住民票の写しや戸籍謄抄本、登記事項証明書等の提出不要化

・ 社会保険・労働保険関連事務のIT化・ワンストップ化（電子的利用率向上等）
・ ブロックチェーン等を活用した政府の業務改革の推進

・ 法人インフォメーション等を活用した政府全体のバックオフィス連携

・ マイナンバーカードと電子委任状を活用した政府調達

・ 不動産取引に係る重要事項説明のオンライン化 等

オープンデータの促進

・ 国等が保有する行政データの棚卸し

・ 官民ラウンドテーブルの開催 （民間ニーズに則したオープンデータ推進）

・ 不動産登記情報の公開の在り方の検討

・ 登記所備付地図データの事業者等への提供

・ 政府衛星データのオープン化及びデータ利用環境整備

・ 統計データのオープン化の推進・高度化

・ 法人情報の利活用促進 等

マイナンバーカードの普及・活用

・ 子育てに続き介護・相続等のライフイベントにかかるワンストップサービスの推進

・ 利用者証明機能のスマートフォンへのダウンロード実現

・ マイナンバーカードの多機能化推進（マイキープラットフォーム活用等） 等

２－② 世界最先端ＩＴ国家創造宣言
・官民データ活用推進基本計画について

（同計画P.27抜粋） ３
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資料３

賃貸取引に係るＩＴ重説について



目次

１．平成29年３月のとりまとめを踏まえた
その後の措置

・・・・・Ｐ． １

２．ＩＴ重説本格運用後の実施状況
（フォローアップ）

・・・・・Ｐ． ６



１．平成29年３月のとりまとめを踏まえた
その後の措置

１



本格運用に向けた周知措置（説明会等の開催）
・国交省主催で宅建業者・都道府県向けの説明会を全国10箇所で開催（総来場者数 1,307名）
＜開催場所（※平成29年９月４日～平成29年10月４日、開催順）＞
さいたま市、新潟市、福岡市、札幌市、高松市、広島市、大阪市、仙台市、那覇市、名古屋市

・その他、業界団体主催の説明会など機会あるごとにＩＴ重説について紹介。

１－① 平成29年３月のとりまとめを踏まえた
その後の措置<1/3>

「宅地建物取引業法の解釈・運用の考え方」の改正
・平成29年８月30日…同通知の改正（同年10月１日施行）
ＩＴ重説の実施の要件として、 ①双方向でやりとりできるＩＴ環境の整備 ②重要事項説明書等の事前送付 ③重要事
項説明書等の準備とＩＴ環境の確認 ④取引士証の提示と確認 ⑤ＩＴ環境に不具合があれば中断 を位置づけた。

ＩＴ重説実施マニュアルの策定
・平成29年９月８日…ＩＴ重説実施マニュアルを策定・公表
＜構成＞ＩＴ重説において遵守すべき事項、ＩＴ重説において留意すべき事項、ＩＴ重説の具体的な手順、

工夫事例の紹介、フロー図、ＦＡＱ

２



・ポスターの作成、ホームページや新聞等への広報の展開
本格運用に向けた周知措置（ポスターの作成等）

３

＜ポスター＞ ＜掲載記事例＞

１－① 平成29年３月のとりまとめを踏まえた
その後の措置<2/3>

［Housing Tribune］

［Real Partner］

［月刊不動産］



４

１－① 平成29年３月のとりまとめを踏まえた
その後の措置<3/3>

・賃貸取引の本格運用にあたって、トラブル等に備えるとともに適正かつ円滑な実施に資するため
相談窓口を国土交通本省及び地方整備局等に開設した。

ＩＴ重説相談窓口の開設について

＜ＩＴ重説相談窓口＞
地方整備局等 地方整備局等
担当課名 担当課名

国土交通本省 〒100-8918 近畿地方整備局 〒540-8586 福井県
東京都千代田区霞が関2-1-3 大阪市中央区大手前1-5-44 滋賀県

土地・建設産業局 03-5253-8111 建政部 大阪合同庁舎第一号館 京都府
不動産業課 建設産業第二課 06-6942-1141 大阪府

兵庫県
北海道開発局 〒060-8511 北海道 奈良県

札幌市北区北8条西2丁目 和歌山県
事業振興部 札幌第一合同庁舎
建設産業課 011-709-2311

中国地方整備局 〒730-0013 鳥取県
東北地方整備局 〒980-8602 青森県 広島市中区八丁堀2-15 島根県

仙台市青葉区本町3-3-1 岩手県 建政部 082-221-9231 岡山県
建政部 仙台合同庁舎Ｂ棟 宮城県 計画・建設産業課 広島県
建設産業課 022-225-2171 秋田県 山口県

山形県
福島県

四国地方整備局 〒760-8554 徳島県
関東地方整備局 〒330-9724 茨城県 高松市サンポート3-33 香川県

さいたま市中央区新都心2番地1 栃木県 建政部 087-851-8061 愛媛県
建政部 さいたま新都心合同庁舎二号館 群馬県 計画・建設産業課 高知県
建設産業第二課 048-601-3151 埼玉県

千葉県
東京都 九州地方整備局 〒812-0013 福岡県
神奈川県 福岡市博多区 佐賀県
山梨県 建政部 博多駅東2-10-7 長崎県
長野県 建設産業課 福岡第二合同庁舎別館 熊本県

092-471-6331 大分県
北陸地方整備局 〒950-8801 新潟県 宮崎県

新潟市中央区美咲町1-1-1 富山県 鹿児島県
建政部 新潟美咲合同庁舎第一号館 石川県
計画・建設産業課 025-280-8880

沖縄総合事務局 〒900-0006 沖縄県
中部地方整備局 〒460-8514 岐阜県 那覇市おもろまち2-1-1

名古屋市中区三の丸2-5-1 静岡県 開発建設部 那覇第二地方合同庁舎二号館
建政部 名古屋合同庁舎第二号館 愛知県 建設産業・地方整備課 098-866-0031
建設産業課 052-953-8119 三重県

所在地 管轄区域 所在地 管轄区域



賃貸取引の準備措置内容

◆「宅地建物取引業法の解釈・運用の考え方
（平成13年１月６日不動産業課長通知）」の改正

◆「ＩＴ重説実施マニュアル（仮称）」の作成
◆本格運用に向けた周知措置
・地方整備局等及び都道府県の宅建業法の所管部局、宅建業者等に対して

説明会の開催、ポスターの作成、ホームページの活用等を通じてその内

容を広く周知

◆本格運用に向けたスケジュール
・賃貸取引に係るＩＴ重説の本格運用は、準備措置等が整い次第、速やか

に開始する（平成29 年10月目途）

１－② 検証検討会「とりまとめ」（平成29年３月）概要

５

（参考）



２．ＩＴ重説本格運用後の実施状況
（フォローアップ）

６



・賃貸取引に係るＩＴ重説の本格運用後、ＩＴ重説実施に伴う苦情・紛争事例は調査の範
囲では確認されていない。

ＩＴ重説実施に伴う苦情・紛争件数の調査

＜概要＞ＩＴ重説実施に伴う苦情・紛争の有無を確認
＜対象＞国土交通省、都道府県、（公社）全国宅地建物取引業協会連合会、

（公財）不動産流通推進センター、（一財）不動産適正取引推進機構
＜期間＞平成29年10月１日～平成30年１月31日
＜結果＞ＩＴ重説の実施に伴う苦情・紛争は、０件

２－① ＩＴ重説に関する苦情・紛争件数

７



・平成29年９月15日～平成30年１月31日までの期間にＩＴ重説相談窓口（本省や地整
等）に宅建業者等から寄せられたＩＴ重説に関する相談件数の合計は、206件。

ＩＴ重説相談窓口に対する相談数等

＜対象＞全国11箇所に設置した「ＩＴ重説相談窓口」に対する相談件数

２－② ＩＴ重説相談窓口に対する相談件数

８

＜内訳＞ ※相談内容としては、宅建業者から同意書の取得や使用する機器等
のＩＴ重説の方法に関するものが大半であった。

地整等 宅建業者 消費者 その他 宅建業者 消費者 その他 宅建業者 消費者 その他 宅建業者 消費者 その他 宅建業者 消費者 その他 宅建業者 消費者 その他

本省 20 0 8 41 0 4 25 0 2 10 0 2 10 0 2 106 0 18
北海道 2 0 0 2 0 0 0 0 1 1 0 0 3 0 0 8 0 1
東北 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 0 0
関東 1 0 0 7 0 1 4 0 0 4 0 0 3 0 0 19 0 1
北陸 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 0 0
中部 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
近畿 8 0 0 8 0 0 3 0 0 4 0 0 5 0 0 28 0 0
中国 4 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 1 0 0 7 0 0
四国 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 3 0 0
九州 5 0 0 5 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 13 0 0
沖縄 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
小計 40 0 8 63 0 5 33 0 3 26 0 2 24 0 2 186 0 20

合計 206

H29.9 (※15日から集計） H29.10 H29.11 H29.12 H30.1 合計

48 68 36 28 26



２－③ ＩＴ重説の実施を把握した件数<1/2>

・ＩＴ重説専用のシステムサービスを提供している主な事業者によると、専用システムを介して実施
されたＩＴ重説の実施件数の合計は2,300件。

＜実施件数＞

189 

449 

643 

1,019 

189 

638 

1,281 

2,300 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

10月 11月 12月 1月
各月 累計

(件)

９



・全宅連の不動産市況ＤＩ調査のモニター会員にＩＴ重説に関する調査を行い、238社からの
回答結果。（調査は、平成29年12月に実施）
・ＩＴ重説を前向きに捉えている会員(導入済、環境整備中、導入を検討)は２割強(24.2％)。
・導入済の３社がＩＴ重説を実施した件数は８件(いずれも対象は居住用のアパート・マンション)。

全宅連不動産市況ＤＩ調査モニターに対するアンケート結果より

＜ＩＴ重説の導入状況＞

１０

IT重説を導入済、環境整備中、導入を検討（24.2%）

（N=238）

２－③ ＩＴ重説の実施を把握した件数<2/2>

既に導入している
1.3%

現在導入に向けて環境を
整えている
2.9%

導入を検討している
20.0%

まだわからない
65.4%

今後ＩＴ重説を導入す
るつもりはない
10.4%

実施した件数：８件



※以降の分析で表記しているパーセンテージは小数点以下第2位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも100％とはならない。

２－④ ＩＴ重説実施後任意アンケート（説明の相手方）

（１）目的
ＩＴ重説の実施件数やトラブル等の発生状況を把握するため

（２）アンケート実施方法
業界団体、社会実験登録事業者に対し、ＩＴ重説実施後の任意のアンケート
協力を依頼し、ＩＴ重説中のトラブルの有無等をWeb回答により集計。
なお、このアンケートは無記名で実施しており回答者を特定することはできない。

（３）アンケート集計期間
平成29年10月から平成30年1月まで

（４）アンケート対象者
説明の相手方

（５）回答数
２１２件

１１



・説明の相手方の年齢層は、21歳～30歳までが約5割(48.6％)と最も多く、次いで、31歳～
40歳までが約3割（28.3％）、20歳までと41歳～50歳がそれぞれ約１割(8.0%、
7.5%)、51歳～60歳が１割弱(6.1％)、60代以上がごく少数(1.4％)であった。

＜説明の相手方の年齢層＞

２－④ 説明の相手方の属性（年齢層） ＜その１＞

～20歳
8.0%

21～30歳
48.6%

31～40歳
28.3%

41～50歳
7.5%

51～60歳
6.1%

61～70歳
0.9%

71歳～
0.5%

１２

（N=212）



・重要事項説明書の事前送付については、約10割(98.1%)が「送付あり」であった。
ごく少数(1.9％)について、「送付なし」であった。

＜重要事項説明書の事前送付＞

２－④ 重要事項説明書の事前送付 ＜その２＞

送付あり
98.1%

送付なし
1.9%

１３

（N=212）

４件



・ＩＴ重説に要した時間は、「30分未満」が7割強、「30分以上1時間未満」が2割強
（24.5％）であった。「1時間以上２時間未満」はごく少数（0.5％）あった。
「２時間以上」要したとする回答はなかった。

＜説明にかかった時間＞

２－④ ＩＴ重説に要した時間 ＜その３＞

30分未満
75.0%

30分以上１時間未満
24.5%

１時間以上２時間未満
0.5%

２時間以上
0.0%

１４

（N=212）



受けた 100.0%
1

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

・宅地建物取引士からの取引士証の提示は全て「受けた」との回答だった。
・提示を受けた取引士証と取引士を同一人物として「確認できた」とする回答は約10割（97.6％）
であった。ごく少数（1.9％）について、「本人と確認できなかった」とする回答もあった。

＜取引士証の提示の有無＞

２－④ 宅地建物取引士証の確認状況 ＜その４＞

確認することができた 97.6%

確認することができなかった
1.9%

無回答 0.5%

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

＜本人と確認できたとする割合＞

１５

（N=212）

（N=212）



・説明の相手方の約9割(91.5％)は「全体を通じて十分聞き取れた」、 「全体を通じて聞き取れ
た」とするが、１割弱（6.1％）が「一部聞き取りにくかった時があった」とし、ごく少数（2.4%）
については 「全体を通じて聞き取りにくかった時があった」という回答があった。

＜ＩＴ重説の聞き取りやすさ＞

２－④ ＩＴ重説の聞き取りやすさ ＜その５＞

全体を通じて十分に聞き取
れた 53.3%

全体を通じて聞き取れた
38.2%

一部聞き取りにくい時があった
6.1%

全体を通じて聞き取りにくかった 2.4%

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

91.5%

１６

（N=212）



・ＩＴ重説の映像の確認のしやすさは、約10割（97.2％）が 「十分に確認することができた」、
「確認することができた」 と回答している。「一部確認できない時があった」、「十分に確認すること
ができなかった」については 、それぞれごく少数（1.9%、0.9％）の回答があった。

＜ＩＴ重説の映像の確認のしやすさ＞

２－④ 映像の確認のしやすさ ＜その６＞

十分に確認することができた
60.4%

確認することができた 36.8%

一部確認できない時があった
1.9%

十分に確認することが
できなかった 0.9%

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

97.2%

１７

（N=212）



・説明の相手方の9割強(93.4％)は「機器のトラブルはなかった」と回答したが、１割弱（6.6％）
が「機器のトラブルがあった」と回答した。
・トラブルの内容としては、音声トラブルが約６割(57.1％)と最も多く、次いで、映像トラブルが4割
弱(35.7％)であった。

※トラブルがあったとした者のみ回答

＜機器のトラブルの具体的内容＞

（N=14）

＜機器のトラブルの有無＞

※ 社会実験のアンケートにおける機器トラブル発生の割合は16.3％であった。

２－④ 機器等のトラブルの有無 ＜その７＞

機器のトラブルはなし 93.4%

機器のトラブルがあり 6.6%

1

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

35.7%

57.1%

0.0%

0.0%

7.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

画面が映らない等の映像トラブル

声が聞こえない等の音声トラブル

インターネットにつながらない等の回線トラブル

端末が利用できない等の端末トラブル

その他

１８

（N=212）



・ＩＴ重説の今後の利用意向については、約６割(62.7％)の者が「利用したい」とし、約３割
(31.6％)の者が「どちらでもない」との回答であった。「利用したくない」とする者は１割弱(5.7％)
であった。

＜今後の利用意向＞

※ 社会実験のアンケートにおける利用したいとする割合は53.3％であった。

２－④ ＩＴ重説の今後の利用意向 ＜その８＞

利用したい 62.7% どちらでもない 31.6%

利用したくない 5.7%

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１９

（N=212）



※以降の分析で表記しているパーセンテージは小数点以下第2位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも100％とはならない。

２－⑤ ＩＴ重説実施後任意アンケート（宅建業者）

２０

（１）目的
ＩＴ重説の実施件数やトラブル等の発生状況を把握するため

（２）アンケート実施方法
業界団体、社会実験登録事業者に対し、ＩＴ重説実施後の任意のアンケート
協力を依頼し、ＩＴ重説中のトラブルの有無等をWeb回答により集計。
なお、このアンケートは無記名で実施しており回答者を特定することはできない。

（３）アンケート集計期間
平成29年10月から平成30年1月まで

（４）アンケート対象者
宅地建物取引業者

（５）回答数
２５２件



・ＩＴ重説に要した時間は、「30分未満」が7割強、「30分以上1時間未満」が2割強であっ
た。1時間以上要したとする回答はなかった。

＜ＩＴ重説に要した時間＞

２－⑤ ＩＴ重説に要した時間 ＜その１＞

３０分未満
75.0%

３０分以上１時間未満
25.0%

１時間以上２時間未満
0.0%

エ．２時間以上
0.0%

２１

（N=252）



・物件種別について見ると、「アパート･マンション(居住用)」が全体の約10割(99.6%)である。
ごく一部、「業務用建物（ビル等）」があった（0.4％）。「宅地」、「戸建て（居住用）」を
実施したとする回答はなかった。

＜物件種別＞

２－⑤ 物件種別 ＜その２＞

宅地
0.0% 戸建て（居住用）

0.0%

アパート・マンション（居住用）
99.6%

上記以外の業務用建物
（ビル等）
0.4%

２２

（N=252）



・宅建業者の約9割(92.1%)が「機器のトラブルはなかった」と回答したが、約1割(7.9%)
が「機器のトラブルがあった」と回答した。
・トラブルの内容としては、音声トラブルが8割(80.0%)と最も多く、映像トラブルが約1割弱
(5.0％)、その他のトラブルが2割弱(15.0％)であった。

その他

画面が映らない等の映像トラブル等が発生した。

声が聞こえない等の音声トラブル等が発生した。

インターネットにつながらない等の回線トラブル等が発生した。

端末が利用できない等の端末トラブルが発生した。

重要事項説明書等の事前送付に関するトラブルが
発生した。
説明の相手方が機器の操作に対応できない等の操
作トラブルが発生した。

＜機器等のトラブルの有無＞

＜機器のトラブルの理由＞

（N=20）

２－⑤ 機器等のトラブルの有無 ＜その３＞

なし 92.1%

あり 7.9%

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5.0%

80.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

15.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

２３

（N=252）



・前述の機器等のトラブルについて、9割(90.0%)は「解決した」であった。
・ 「解決していないため、対面に移行した」は、1割(10.0%) であった。

＜機器等のトラブルの解決状況＞

２－⑤ 機器等のトラブルの解決状況 ＜その４＞

（N=20）

解決した
90.0%

解決していないため、
対面に移行した。

10.0%

２４
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法人間売買取引に係るＩＴ重説について
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１．平成29年３月のとりまとめを踏まえた
その後の措置

１



２

・不動産関係団体等への要請
・上記要請の結果、紹介のあった個別企業等への登録の要請

（５月～６月の２ヶ月に亘り集中的に要請）
・既社会実験登録事業者(303社)に対して再登録の要請(５月)

参加事業者確保に向けた取組

１－① 平成29年３月のとりまとめを踏まえた
その後の措置<1/2>

・平成29年５月30日…追加募集開始のプレスリリース(申請受付期間：5/31～6/28まで)
・平成29年７月18日…追加登録事業者（12事業者）の公表
・平成29年12月20日…追加募集開始(申請受付期間：12/20～随時受付)
・平成30年 ２月７日…追加登録事業者（１事業者）の公表

社会実験登録事業者の募集

・社会実験の再実施にあたり、以下を改正（平成29年５月31日）
「ＩＴを活用した重要事項説明に係る社会実験のためのガイドライン」
「ＩＴを活用した重要事項説明に係る社会実験の広告に関するガイドライン」

ガイドラインの改正



社会実験開始に向けた周知措置（チラシの作成等）
・チラシを作成しホームページに掲載。さらに、専門誌に記事掲載を依頼するなど社会
実験再実施を知らせるための積極的な広報の展開。

３

＜チラシ＞ ＜掲載記事例＞

１－① 平成29年３月のとりまとめを踏まえた
その後の措置<2/2>

［日刊不動産経済通信］

［R.E.port］

［住宅産業新聞］



追加登録事業者数 １３社
全登録事業者総数 ３１２社（既存登録 ２９９社※）

１－② 社会実験登録事業者の登録状況について

合 計

（※免許の失効により303社(平成29年3月現在)あったうち4社が登録取消）
４

・社会実験の再実施について、平成29年5月に追加募集を行い新規登録事業者と
なった12社と既存の299社を併せた311社で平成29年8月１日から開始した。

・12月時点で社会実験の実施件数が１件にとどまっており、また、募集締切後に社会
実験に参加を希望する事業者があり、より多くの事例を収集するため、参加事業者の
追加募集を再度実施。これにより２月に１社を追加し、全体で312社となった。
引き続き、追加募集を継続する予定。



法人間売買取引社会実験再実施の準備措置内容

５

◆法人間売買取引の社会実験に参加する事業者の募集等
・法人間売買取引を手かげている宅建業者を追加募集

・これまでの登録事業者に再登録の確認

・業界団体に、その会員に対して法人間売買取引の社会実験に積極的に参

加を呼びかけるよう要請

・ポスターの作成などの周知

◆法人間売買取引の社会実験のスケジュール等
・法人間売買取引の社会実験は、準備措置等が整い次第、速やかに開始す

る（平成29年８月目途：１年間）

（参考）

１－③ 検証検討会「とりまとめ」（平成29年３月）概要



６

２．全登録事業者（312事業者）の属性



（N=311：信託銀行1行を除く。）

都道府県

知事

98%

（120,985社）

国土交通

大臣

2%

（2,431社）

【参考】全宅建業者

（N=123,416）※29.3時点

２ 免許の種類の割合 ＜その１＞

７

都道府県

知事

77%

(239社)

国土交通

大臣

23%

(72社)

登録事業者



２ 免許回次別の割合 ＜その2＞

８

1回 27%

1回 20%

2回 14%

2回 15%

3回 13%

3回 13%

4回 13%

4回 10%

5回

5%

5回

6%

6回

5%

6回

5%

7回

4%

7回

7%

8回

3%

8回

5%

9回

3%

9回

3%

10回

5%

10回

4%

11回

3%

11回

3%

12回

4%

12回

3%

13回以上

3%

13回以上

5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

登録事業者

全宅建業者

（N＝311：
※信託銀行1行を除く）

（N＝123,416）
※H29.3時点

【参考】



所属団体（複数選択）

２ 所属団体の割合 ＜その3＞

９

63%

30%

5%

4%

3%

2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全宅連の各会員協会

全日本不動産協会

（全日）

不動産流通経営協会
(FRK)

全国住宅産業協会

(全住協)

不動産協会

所属団体

なし

198

94

16

8

5

13

（N=312)



ＩＴ重説に用いる機器の種類（複数選択） ＩＴ重説に用いるソフトウェアの種類（複数選択）

※1 「その他」はSUUMO重要事項説明オンライン（リクルート）、LINE（LiNE）、appear.in
（Telenor Digital）、Web Ex Meeting Center（Cisco）、ＩＴショップ（アパマン
ショップ）等

（N=310：無回答2件を除く。）

（N=312)

２ 機器の種類等の割合 ＜その4＞

１０

96%

35%

32%

31%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

パソコン

タブレット

端末

テレビ会議

システム

スマート

フォン

298

108

97

101

48%

25%

14%

9%

9%

5%

22%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Skype
（Microsoft）

Meeting Plaza
（NTTテクノクロス）

HOME’S LIVE
（LIFULL）

V-CUBE
（ブイキューブ）

Hangouts
（Google）

不動産業務IT支援サービス
（アットホーム）

その他※1

149

43

28

78

27

17

69



※1 Meeting PlazaやHOME’S LIVE等、IT重説で利用するソフトウェア内の、録画録音機能を利用する場合も含む。

（N=280：無回答1件を除く。）
※ 録画機器（カメラ等）以外で録画を取得するとした者（281件）の回答

映像・音声記録の管理方法（複数選択）

２ 映像・音声記録の管理方法の割合 ＜その5＞

１１

78%

67%

53%

46%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ハードディスク

CD-R・DVD-W・BD

SDカード、
USBメモリー等

外部サービス

217

188

129

148



１２

３．社会実験の途中経過



３－① 法人間売買取引社会実験実施の概要

ＩＴ重説の実施の背景
・買主は長野県にあるＡ社が所有する土地の隣接地で建設業を営む会社であるが、資材置き場が遠いため、
当該土地を資材置き場として使用するために購入。

・Ａ社より重説を受けるためにＡ社の事務所のある神奈川県まで行くのが負担であるとの意向があったため、
Ａ社よりＩＴ重説の制度を紹介し実施した。

対象物件の概要（価額等）
・土地（585㎡）、価額は約100万円

法人間売買取引の社会実験の再実施期間におけるこれまでのIT重説実施数は１件だった。

本店所在地域／
免許権者

神奈川県／
神奈川県知事免許 店舗数 １事務所

社会実験への
参加状況

賃貸の仲介・代理 ２件
（H27.12、H28.1）

使用端末／
ソフトウェア

パソコン／
Ｓｋｙｐｅ

－社会実験を実施したＡ社の概要－

１３

ＩＴ重説の実施の概要
・ＩＴ重説は平成29年10月30日(月)18時～19時（休憩せずに実施）
・場所は神奈川県（売主）～長野県（買主）間で実施。
・取引態様は売主：宅地建物取引業者であるＡ社（神奈川県）、買主：建設業者（長野県）
・宅地建物取引士はＡ社の代表者



３－② 社会実験実施アンケート結果（説明の相手方） ＜その１＞

１４

過去に不動産取引において、重要事項
説明を受けた経験はありますか。
単一回答 （回答）

1 はい 〇

2 いいえ

IT重説を利用しようと思った動機はなん

ですか。動機のすべてを選んでくださ
い。
複数回答 （回答）

1
店舗まで行く負担（時間・費用）を節約でき
ると考えたから

〇

2
仕事や病気等のため、店舗に行くことが難
しいから

3 国外にいて、店舗に行くことが難しいから

4
取引の様子が録画・録音されてトラブル時

に活用できると聞いたから
5 その他（以下に具体的にご記入ください）

IT重説に用いた機器について、利用し
たものすべてを選択してください。
複数回答 （回答）

1 パソコン 〇

2 タブレット端末
3 スマートフォン

4 その他（以下に具体的にご記入ください）

IT重説に用いたインターネット回線につ
いて、利用したものすべてを選択してく

ださい。
複数回答 （回答）

1
固定ブロードバンド回線（ADSL回線、ケー
ブルテレビ回線、光回線等）

〇

2 LAN
3 移動体ブロードバンド（3G、LTE等）

4 Wi-Fi
5 その他（以下に具体的にご記入ください）

問1

問2

問3

問4

IT重説の実施前に、どの程度重要事項説
明書の内容を確認しましたか。
単一回答 （回答）

1 重要事項説明書を全て読んだ 〇
2 重要事項説明書の一部だけ読んだ
3 重要事項説明書に目を通していなかった

IT重説の前に重要事項説明書の内容を理
解することができましたか。
単一回答 （回答）

1 おおよそ理解できた 〇
2 一部の点を除いて理解できた
3 全体的に理解できなかった

IT重説を受ける前に物件の内覧をしました
か。
単一回答 （回答）

1 内覧した 〇
2 内覧しなかった

IT重説中において宅地建物取引士（以下
「取引士」という。）から宅地建物取引士証
（以下「取引士証」という。）の提示を受け
た時の状況について最もあてはまると思う
ものを選択してください。
単一回答 （回答）

1 取引士証の写真も文字も十分確認できた 〇

2
取引士証の写真や文字の一部が確認できな
かった

3
取引士証の写真も文字もほとんど確認できな
かった

問5

問6

問7

問8

説明の相手方アンケート（実施直後）



３－② 社会実験実施アンケート結果（説明の相手方） ＜その２＞

１５

取引士の説明内容を理解することができま
したか。
単一回答 （回答）

1 すべて理解できた 〇
2 ほぼ理解できた
3 一部理解できなかった
4 ほぼ理解できなかった
5 全く理解できなかった

IT重説中の取引士の説明は、聞き取りや
すかったですか。
単一回答 （回答）

1 全体を通じて十分に聞き取れた 〇
2 全体を通じてやや聞き取りにくかった
3 一部聞き取りにくい時があった
4 全体を通じて聞き取れなかった

IT重説中の取引士の表情やしぐさは確認
しやすかったですか。
単一回答 （回答）

1 確認しやすかった 〇
2 やや確認しにくかった
3 全体的に確認しにくかった
4 あまり取引士を見なかった

IT重説中にご自身の理解状況を、取引士
に伝えることができましたか。
単一回答 （回答）

1 随時、自ら十分に伝えることができた

2
取引士が説明の合間に理解状況を確認してく
れるので、十分に伝えることができた

〇

3 わからない点のみを伝えた

4
わからない点を取引士に伝えず、そのままに
したところがある

5 その他（以下に具体的にご記入ください）

問9

問10

問11

問12

IT重説中、取引士に対して質問しやすかっ
たですか。
単一回答 （回答）

1 質問しやすかった 〇
2 やや質問しにくかった
3 全く質問できなかった
4 質問をする必要がなかった

質問しやすかったのはなぜですか。あては
まると思うものすべてを選択してください。
複数回答 （回答）

1
説明内容が分かりづらいといった表情をしてい
ることに気付いてくれた上で、取引士がその
都度質問の有無を確認してくれたから

2
取引士のしぐさや表情がわかりやすかったた
め、質問のタイミングがわかりやすいから

〇

3 対面上感じる威圧感や緊張感がなかったから
4 その他（以下に具体的にご記入ください）

IT重説中の取引士による図面を用いた説
明はわかりやすかったですか。
単一回答 （回答）

1 全体的にわかりやすかった 〇
2 ややわかりにくかった
3 全体的にわかりにくかった

問13

問14

問15

説明の相手方アンケート（実施直後）



３－② 社会実験実施アンケート結果（説明の相手方） ＜その３＞

１６

説明がわかり易かったのはなぜですか。
あてはまると思うものすべてを選択してくだ
さい。
複数回答 （回答）

1
図面内の所々に名称の記載やマーク等があ
り、それら名称等を使って説明してもらったか
ら

〇

2
オンライン上で図面の確認やポイントができた
から

3 その他（以下に具体的にご記入ください）

IT重説中において、ご自身が図面に関す
る質問等をした時に、質問等はしやすかっ
たですか。
単一回答 （回答）

1
カメラを通して図面を指で示しながら質問等を
したが、上手く伝わった

2
図面番号を読み上げたりして上手く質問等が
できた

3
ソフトウェアなどで図面を示しながら上手く質
問等ができた

4 上手く伝わらなかった
5 図面に関する質問等をしなかった 〇
6 その他（以下に具体的にご記入ください）

重説にITを活用することで、便利だと感じ
た点はありますか。該当するものすべてを
選択してください。
複数回答 （回答）

1 店舗を訪問する必要がない点 〇
2 ソフトウェアなどを用いて図示しやすい点
3 対面上感じる威圧感や緊張感がない点
4 特にない
5 その他（以下に具体的にご記入ください）

問18

問16

問17

重説にITを活用することで、不便だと感じ
た点はありますか。該当するものすべて選
択してください。
複数回答 （回答）

1
説明の相手方と取引士の各々が見ている図
面について、同一のものかを確認しにくい点

〇

2
画面を意識的に見なければ、取引士の姿が
確認できない点

3
機器やシステムを使うための環境や知識がな
いと、準備等の負担が大きい点

4
身分証の提示など、個人情報を提示しなけれ
ばならない点

5 特にない
6 その他（以下に具体的にご記入ください）

IT重説と対面での重説を比べた時、どちら
の方が説明内容を理解しやすいと思いま
すか。
単一回答 （回答）

1
IT重説の方が対面での重説より、理解しやす
いと思う

2
IT重説の方が対面での重説より、比較的理解
しやすいと思う

3
IT重説と対面での重説の理解しやすさは、同
程度である

〇

4
対面での重説の方がIT重説より、比較的理解
しやすいと思う

5
対面での重説の方がIT重説より、理解しやす
いと思う

IT重説中に機器のトラブルはありました
か。
単一回答 （回答）

1 あった
2 なかった 〇

問19

問20

問21

説明の相手方アンケート（実施直後）



３－② 社会実験実施アンケート結果（説明の相手方） ＜その４＞

説明の相手方アンケート（実施直後）

１７

本取引後、重要事項説明時の説明内容と
齟齬があると感じた点はありましたか。
単一回答 （回答）

1 はい
2 いいえ 〇

本取引に係るトラブルはありましたか。あて
はまるもの1つをお選びください。
単一回答 （回答）

1 はい
2 いいえ 〇

問1

問2

説明の相手方アンケート（3ヵ月後）
IT重説中に機器以外トラブル又は苦情の
申出をしましたか。
単一回答 （回答）

1 した
2 しなかった 〇

次回の不動産取引において、IT重説を利
用したいと思いますか。
単一回答 （回答）

1 利用したい 〇
2 利用したくない
3 どちらでもない

なぜ、今後も利用したいと考えましたか。
該当するものすべて選択してください。
複数回答 （回答）

1 店舗に出向く負担がなくなるから 〇

2
IT活用によって、重説の内容がわかりやすい
と感じたから

3 IT活用によって、質問しやすいと感じたから
4 やりとりが録音・録画されるから
5 その他（以下に具体的にご記入ください）

今後、IT重説を実施する際に、取引士に求
める姿勢や態度はなにかありますか。該当
するものすべて選択してください。
複数回答 （回答）

1 機器等に関する知識を持って欲しい

2
カメラに資料を映す時や取引士自身が映る際
に、きちんと映るようにしてほしい

3 こちらのしぐさや表情を把握してほしい
4 説明や資料の示し方を工夫してほしい

問24

問25

問22

問23



３－③ 社会実験実施アンケート結果（宅地建物取引士）＜その１＞

宅地建物取引士（実施直後）

１８

今回のIT重説は、何回目になりますか。該
当するものひとつをお選びください（法人間
売買のみの回数で、賃借の社会実験の際
の回数は含みません）。
単一回答 （回答）

1 １回 〇
2 ２回
3 ３回
4 ４回以上

今回の主な取引形態について選択してく
ださい。
単一回答 （回答）

1 法人間売買 〇
2 法人間売買の仲介・代理

今回の主な取引形態は共同媒介ですか。
単一回答 （回答）

1 共同媒介である
2 共同媒介でない 〇

今回のITを活用した重要事項説明（以下
「IT重説」という。）を行った主な場所につ
いて、該当する選択肢を１つ選んでくださ
い。
単一回答 （回答）

1
説明の相手方と同一の都道府県内においてＩ
Ｔ重説を行った

2
説明の相手方とは異なる都道府県内におい
てＩＴ重説を行った

〇

3
説明の相手方とは異なる国においてＩＴ重説を
行った

問1

問2

問3

問4

今回の主な取引物件の種別について、

該当する選択肢を１つ選んでください。
単一回答 （回答）

1 土地のみ 〇
2 建物のみ

3 土地つき建物

今回のIT重説にかかった時間を、休憩

時間を除いて下記枠内に入力してくだ
さい。

また、複数回に分けて実施した場合

は、休憩時間を除いた総計の時間を入

力してください。
自由記述

1 60分

今回のIT重説に用いた機器について、

該当する選択肢すべてを選んでくださ
い。
複数回答 （回答）

1 パソコン 〇

2 タブレット端末

3 スマートフォン

4
その他（以下の欄に、具体的に入力くださ
い）

問6

問7

問5

（回答）



宅地建物取引士（実施直後）

１９

IT重説中の顧客の表情やしぐさは、画面を
通じて確認しやすかったですか。最もあて
はまると思うものを選んでください。
単一回答 （回答）

1 確認しやすかった 〇
2 やや確認しにくかった
3 全体的に確認しにくかった
4 あまり顧客を見ていなかった

IT重説中に説明の相手方の理解状況を確
認しましたか。最もあてはまると思うものを
選択してください。
単一回答 （回答）

1
説明の相手方が重説の内容について理解し
ていると言っていた

〇

2
説明の合間に説明の相手方に対して理解状
況を確認し、理解度合いを把握するようにした

3
特に質問がなかったので十分理解していると
判断した

4
説明の相手方から相当数の質問があったの
で、十分理解できたと考えている

5 その他（以下の欄に、具体的に入力ください）

問11

問12

３－③ 社会実験実施アンケート結果（宅地建物取引士）＜その２＞

今回のIT重説に主に用いたソフトウェ

ア・サービスについて、該当する選択肢
を１つ選んでください。
単一回答 （回答）

1
ミーティングプラザ（NTTテクノクロス（旧社

名NTTアイティ））

2
LIFULLHOME'SLIVE（ライフル（旧社名ネク

スト））
3 不動産IT支援サービス(アットホーム)

4 V-CUBE（ブイキューブ）

5 Skype（Microsoft） 〇

6
カ．その他（以下の欄に、具体的に入力くだ

さい）

今回のIT重説に用いたインターネット回

線について、該当する選択肢すべてを

選んでください。
複数回答 （回答）

1
固定ブロードバンド回線（ADSL回線、ケー
ブルテレビ回線、光回線等）

〇

2 LAN
3 移動体ブロードバンド（3G、LTE等）

4 Wi-Fi

5
その他（以下の欄に、具体的に入力くださ
い）

IT重説中に説明の相手方の身分証を
確認した時の状況について、最もあて

はまると思うものを選択してください。
単一回答 （回答）

1 身分証の写真と文字が十分確認できた

2
身分証の写真や文字の一部が確認できな
かった

3
身分証の写真も文字もほとんど確認でき
なかった

4
IT重説の時点では身分証の確認をしてい
ない

〇

問9

問10

問8



宅地建物取引士（実施直後）

２０

IT重説中に、顧客の声が聞き取りにくいこ
とはありましたか。あてはまると思うものを
選択してください。
単一回答 （回答）

1 聞き取りにくいことはなかった 〇
2 聞き取りにくい場合があった

IT重説中に説明した図面等の資料につい
て、理解を得られたと思いますか。最もあ
てはまると思うものを選択してください。
単一回答 （回答）

1 全体的に理解を得られたと思う 〇

2
一部の理解状況は不明だが、おおむね理解を
得られたと思う

3 やや理解を得られなかったと思う
4 全体的に理解を得ることが難しかったと思う

なぜ理解を得られたと思いますか。該当す
ると思うものすべてを選んでください。
複数回答 （回答）

1 図面の説明自体が難しくなかったから 〇

2
図面内の所々に名称やマーク等があり、それ
ら名称等を使って説明したから

3
オンライン上で図面の確認やポイントを示しな
がら説明したから

4 その他（以下の欄に、具体的に入力ください）

問16

問17

問18

今回のIT重説について、対面と比べて特
に説明に時間を要した部分はありました
か。あてはまるもの１つを選択してくださ
い。また時間を要した部分があると回答さ
れた方は、どのような説明の箇所か、具体
的にご記入ください。
単一回答 （回答）

1 特に説明に時間を要した部分はなかった 〇

2
特に説明に時間を要した部分はあった（以下
に具体的にご記入ください）

今回のIT重説について、全体を通じて説明
がしやすかったですか。最もあてはまると
思うものを１つ選択してください。
単一回答 （回答）

1 全体を通じて説明しやすかった 〇
2 やや説明しにくかった
3 一部説明しにくい箇所があった
4 全体を通じて説明しにくかった

今回のIT重説について、説明内容が正しく
相手に伝わったと思いますか。最もあては
まると思うもの１つを選択してください。
単一回答 （回答）

1 全体を通じて十分に伝わったと思う 〇
2 全体を通じてやや伝わりにくかったと思う
3 一部通じていない箇所があったと思う
4 全体を通じて伝わりにくかったと思う

問13

問14

問15

３－③ 社会実験実施アンケート結果（宅地建物取引士）＜その３＞



２１

宅地建物取引士（実施直後）

IT重説と対面での重説を比べてどちらの方
が説明の相手方から理解を得やすいと思
いましたか。該当するものを選択してくださ
い。
単一回答 （回答）

1
IT重説の方が対面での重説より、理解を得や
すいと思う

2
IT重説の方が対面での重説より、比較的理解
を得やすいと思う

3
IT重説と対面での重説の理解の得やすさは、
同程度である

〇

4
対面での重説の方がIT重説より、比較的理解
を得やすいと思う

5
対面での重説の方がIT重説より、理解を得や
すいと思う

IT重説と対面での重説を比べてどちらの方
が説明の相手方の理解状況を把握しやす
いと思いましたか。該当するものを選択し
てください。
単一回答 （回答）

1
IT重説の方が対面での重説より、把握しやす
いと思う

2
IT重説の方が対面での重説より、比較的把握
しやすいと思う

3
IT重説と対面での重説の把握しやすさは、同
程度である

〇

4
対面での重説の方がIT重説より、比較的把握
しやすいと思う

5
対面での重説の方がIT重説より、把握しやす
いと思う

問21

問22

説明対象の物件の特性を踏まえて、IT重
説を行うに当たり、特に準備したことはあり
ますか。あれば、その内容を具体的にご記
入ください。
単一回答 （回答）

1 特に準備はしなかった 〇

2
当該物件の説明用に準備したことがある。（以
下に具体的にご記入ください）

IT重説と対面での重説を比べてどちらの方
が説明しやすいと思いますか。該当するも
のを選択してください。
単一回答 （回答）

1
IT重説の方が対面での重説より、説明しやす
いと思う

2
IT重説の方が対面での重説より、比較的説明
しやすいと思う

3
IT重説と対面での重説の説明しやすさは、同
程度である

〇

4
対面での重説の方がIT重説より、比較的説明
しやすいと思う

5
対面での重説の方がIT重説より、説明しやす
いと思う

問19

問20

３－③ 社会実験実施アンケート結果（宅地建物取引士）＜その４＞



２２

宅地建物取引士（実施直後）

本取引に係るトラブルや苦情はありま

したか。あてはまるもの1つをお選びく

ださい。
単一回答 （回答）

1 はい

2 いいえ 〇

本取引に係るトラブルの対応として、録

画・録音データを利用しましたか。

あてはまるもの1つをお選びください。
単一回答 （回答）

1 はい

2 いいえ 〇

録画・録音データを説明の相手方へ提

供しましたか。あてはまるもの１つをお

選びください。
単一回答 （回答）

1 はい

2 いいえ 〇

問1

問2

問3

IT重説中に機器のトラブルはありまし

たか。
単一回答 （回答）

1 あった

2 なかった 〇

IT重説中に機器以外のトラブルはあり

ましたか。
単一回答 （回答）

1 あった

2 なかった 〇

問23

問24

宅地建物取引士（3ヵ月後）

３－③ 社会実験実施アンケート結果（宅地建物取引士）＜その５＞



 
平 成 ３ ０ 年 ３ 月 ５ 日 
新経済連盟 関委員 配付資料 

      売買における不動産ＩＴ重説に関するアンケート結果(メモ) 

 

１． 対事業者 

(１)アンケート概要 

日時   2018 年 1 月 19 日-1 月 23 日 

 対象者  不動産ポータルに掲載している不動産会社 

 有効回答数 ４３８ 

 

(２)アンケート回答結果 

 ・賃貸取引事業者向けの質問 賃貸取引のＩＴ重説解禁へのとらえ方 

   良い取り組みと評価する声が 85.1％ 

 

 ・個人間の売買の社会実験に取り組むべきか？ 

   「取り組むべき」が 77.2％  

 

 ・契約予定者が希望した場合に、重要事項説明や契約について、テレビ電話等

(Skype 等)のＩＴを活用して行うことができるようになることについて、ど

のように思いますか？ 

   「良いと思う」が 78.5％ 

 

 ・重要事項説明や契約について、テレビ電話等(skype 等)のＩＴ活用が売買で

も認められた場合、貴社では取り組みたいと考えますか？ 

   「取り組みたい」が 69.2％ 

 

 ・ネット利用を望む具体的な事業者の声 

 

① 遠隔地におけるメリット 

   「遠方の物件の契約など顧客の利便性の向上や業者の負担の軽減にもつ 

ながる」 

「海外勤務者や外国人の不動産購入に大きく役立つのでぜひとも取り組 

むべき」 

「土地を相続し遠方に住まわれて売却されてる方や、賃貸において IT 

が生まれながら環境が整っていた若者には喜ばれる」 

 

② 時間の削減や効率化 



「スピード感が増す。ペーパーレス部分が増えるので省エネ、経費削減に

つながる」 

「去年、実際できたらどんなに楽かと思う事例があった」 

「契約の段取りが取りやすくなる事に加え、業務のスリム化にもつながる

と思う」 

「土日祝日に集中する重要事項説明、契約が平日に分散できる」 

 

③ トラブルの低下や質の向上 

「より均一で質の高い重要事項説明が実施できると思う」 

「画像として記録に残るため、言った言わない等がなくなります」 

「記録が残り、書面の他に発言したことへの重みが増す」 

「重説、契約書に記載された内容の他に、売買主に伝えた・聞いていな

いというトラブルは少なくなるように思う」 

 

④ その他  

「拠点がない地域（札幌の仲介業者が地方もしくは関東圏の物件を販売

するなど）の売買物件の取引数が増加する」 

「田舎の相続財産の有効活用につながると思う。都心在住の所有者で、

田舎の物件を放置しているような場合に、取引が活性化される」 

 

２．対消費者 

(１)アンケート概要 

 日時 2017 年 2 月 23 日―2月 24 日 

 対象者 調査会社モニター会員で過去 6か月以内に不動産契約(持家購入)を 

行った人 

 有効回答数 ２０６ 

 



(２)アンケート回答結果 

  

 ・重要事項説明を受けるプロセスにおいてインターネットでのやりとりがで

きるようになれば良いと思いますか。 

   「良い」が 80.1％ 

 

・インターネットを通じて、住まいにかかわる取引や説明を受けることができ

るとしたら、どのような点に魅力を感じますか。【複数回答可】 

   「何度も足を運ばなくても済む」57.8％ 

   「離れたところに住んでいても物件探しや契約を進めることができる」

45.6％  

   「検討する時間が確保できる」44.7％ 

   「自分以外の家族や親族と内容をシェアすることができる」28.2％ 

 

・重要事項説明のタイミングにおいてご不満ご不安を感じたことはありまし

たか。【複数回答可】 

   「短い時間内で説明を理解しなければならない」42.2％ 

   「説明の時間を調整・確保しなければならない」40.8％ 

   「専門用語が多すぎてその場で理解できない」27.7％ 

   「説明内容についてその場にいない家族や親族等と相談できない」21.4％   

 

 ・具体的な消費者の声 

「家族で一斉に時間が取れない場合、仕事や用事が終わった夜にその内容

をシェアすることが出来る。同じ説明を見られることで、家族間の見解

を一致させることができる」（中古一戸建て購入/36 歳女性） 

「じっくり自分の空いた時間に、内容を読んで、分からない箇所はネット

で調べられるから」（分譲マンション購入/44 歳男性） 

「分からないところを調べられたり、より多くの家族と情報を共有できる

ので安心できる。実家など、離れたところにいる人にも相談できるか

ら、安心する」（分譲マンション購入/28 歳女性） 

「今回県外からの購入と幼い子供がいて何度も足を運ぶのにかなり苦労し

たから」（新築一戸建て購入/31 歳女性） 

「我が家は夫が出張が多く、内見も自分（妻）一人で行い、契約寸前まで

夫は家すら見ない状態でした。それを夫婦が共有出来たり、夫が契約前

に不明な点を聞けたりしたらもっと余裕があったのにと思う」（中古マン

ション購入/42 歳女性） 



「平日に時間が取れない時に、会社の昼休みを利用することができそう」

（新築一戸建て購入/31 歳男性） 

 

以 上 


